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第3回定例会では、補正予算や条例議案などを常任委員会で審査すると
ともに、令和3年度決算関係議案について、代表質疑や決算審査特別委員
会の分科会による審査後、意見表明を行いました（2･3面）。

慎重審議の結果、50議案を議決しました（4面）。

令和4年第3回定例会　主な会議日程

9/　8［木］本会議（開会）

9/13［火］本会議（議案質疑）

9/14［水］常任委員会 1面

9/16［金］･20［火］本会議（代表質疑） 2・3面

9/21［水］　　　  　 本会議（常任委員長等報告･討論･採決 4面 ）、
決算審査特別委員会（委員選任等）

9/22［木］～28［水］
･ 30［金］ 決算審査特別委員会（分科会） 2・3面

9/29［木］～10/5［水］ 本会議（一般質問）

10/5［水］決算審査特別委員会（分科会報告･意見表明
2・3面 ･採決）、【追加議案】常任委員会

10/6［木］ 本会議（決算委員長報告･討論･採決 4面 、
【追加議案】常任委員長報告･討論･採決 4面 ）

用語解説 ※再任用制度　
定年等で退職した者を、1年を超えない範囲で任期を定めて採用する制度。採用される上限は65歳の年度末までとなる。

各常任委員会では、補正予算や条例議案など、
決算関係以外の議案を詳細に審査しました。

質疑の一部をご紹介します。

常任委員会

委員会 所管事項

総務 危機管理、防災、総合計画、行政改革、財政
など

保健消防 保健医療、高齢者･障害者の福祉、救急、消防、
病院など

環境経済 市民協働、文化･スポーツ振興、環境保全、 
ごみ、経済振興、農業など

教育未来 子どもの福祉、子育て、教育、生涯学習など

都市建設 まちづくり、公園、住宅、道路、上下水道 
など

総 務 委 員 会 議案7件 保 健 消 防 委 員 会 議案5件

桜木霊園の合葬墓の生前申込みの倍率が高
まっている中、来年度から平和公園の合葬

式樹木葬墓地の利用が始まる予定だが、生前申込み
の募集数を増やす等の調整はできないのか伺う。

市営墓地は、お骨をお持ちで墓地を確保し
たい方の利用を優先し、募集数を多く配分

することを基本としている。一方、合葬式墓地は、
管理や承継が不要であり、身寄りのない高齢者の
生前の墓地確保という目的もあることから、基本
を維持しつつ、
応募状況等に応
じ、生前申込み
の募集数を柔軟
に 配 分 し て い
く。

平和公園墓地の生前申込みの募集数増加を

問

答

若年労働力人口の減少に対応するため、 
60歳超職員の能力･経験を活用するとして

地方公務員の定年が今後、段階的に65歳まで引き
上げられるが、若い世代の採用や職員の年齢構成
への影響を伺う。

定年引き上げは10年間かけて行われるが、
その間に抑制される新規採用者数は、採用

全体の1割程度の見込みである。再任用制度※によ
り、既に定年退職者の約6割が再任用職員となる
中、60歳代の職員は全職
員の3.5％程度にとどま
ることから、定年引き上
げによる新規採用者数や
年齢構成への大きな影響
はないと考えている。

職員の定年引き上げによる採用者数等への影響は

問

答

教 育 未 来 委 員 会 議案4件環 境 経 済 委 員 会 議案8件
発議1件 都 市 建 設 委 員 会 議案8件

来年2月から、区役所市民総合窓口や市民
センターにおいて、証明書発行手数料の支

払いにキャッシュレス決済を導入するとのことだ
が、その目的と利用率の見込みを伺う。

新型コロナウイルス等の感染症対応や市民
の利便性向上等を目的に導入し、利用率は

先行自治体を参考に15%ほどと見込んでいる。 
なお、国は、現在3割程
度の民間消費でのキャッ
シュレス決済の利用率
を、3年後までに4割程
度に伸ばす方針を示して
おり、これに併せて自治
体窓口での利用も伸びて
いくと考えている。

区役所等窓口でのキャッシュレス決済の見込みは

問

答

児童虐待の未然防止や早期発見のため、全
国一元的に受け付けたSNS相談を、相談者

の居住自治体に転送するシステムの運用を国が開
始するが、転送された相談への対応を伺う。

県と共同で専門の相談事業者に業務委託
し、県下一体で対応する。相談員は、児童

福祉士等の有資格者等を想定しており、相談時間
は、平日は9時から21時、土･日･祝日は17時まで
の予定である。夕方以
降、相談の集中が見込
まれるため、十分な回
線数を用意するととも
に、運用開始後、必要
に応じて相談時間の延
長を検討したい。

児童虐待防止のためのSNS相談事業の概要は

問

答

商業地域等に一定規模以上の建築物を新築
等する場合に、条例で義務付けている駐車

場の設置等について、今回、対象区域や駐車台数
の見直し等を行うとのことだが、その理由を伺う。

市内の駐車場には3～5割程度の余裕があ
り、将来需要も現状と同程度と予測される

など、調査により明らかになった駐車場需要の変
化に対応すること、また、「居心地が良く歩きたく
なる」まちなかの
実現といった、本
市のまちづくりと
整合した駐車場整
備を推進すること
が見直しの理由で
ある。

建築物への駐車場設置義務等を見直す理由は

問

答
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主な内容 2・3面　代表質疑／決算審査特別委員会（分科会、意見表明）　4面　議案の議決結果･会派別賛否状況／可決した主な議案


